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目的　本稿の目的は，東日本大震災が高齢者の健康状態に与えた影響を，要介護認定率の変化に着
目して明らかにすることである。要介護認定率には地域差があることが知られているため，要
介護認定率に影響を与える要因をコントロールしたうえで，震災による影響があるのか，ある
としたらどの程度であるのかを定量的に分析した。

方法　東日本大震災が要介護認定率に与えた影響を測定するために，DID推定量を用いて分析を
行った。震災によるショックを処置と考え，被災地域を処置群，非被災地域を対照群として，
震災が要介護認定率に与えた影響を明らかにするため重回帰分析を行った。使用したデータは，
市町村単位で集計された2009年度と2011年度の要介護認定率，介護施設定員数，病床数，高齢
化率，人口密度，所得である。

結果　65歳以上要介護認定率を被説明変数，説明変数に震災ダミー，被災地ダミーのほかコント
ロール変数を用いた推計を行った。その結果，DID推定量は0.61となり（ｐ＜0.05），65歳以
上の要介護認定率の震災前後の変化が，非被災地に比べて被災地で平均0.61ポイント高いこと
がわかった。また，年齢階級別では，65～74歳要介護認定率では統計的に有意な値は得られな
かったが，75歳以上要介護認定率では有意に正の値が得られている。そして要介護度別の推定
では，中度要介護度では統計的に有意な正の値が得られている一方で，軽度要介護度，重度要
介護度では正の値が得られているものの統計的に有意な値ではなかった。

結論　本稿では，東日本大震災が市町村の要介護認定率に与えた影響を明らかにするため，DID推
定量を用いた分析を行った。分析の結果，震災以外の地域的な要因をコントロールしたうえで
も，震災後被災地では要介護認定率が高くなっていることが明らかになった。特に年齢階級別
では，震災によって75歳以上要介護認定率が平均1.1ポイント高くなっていること，また，要
介護度別では，震災によって中度要介護認定率が上昇していることが示された。

キーワード　東日本大震災，高齢者，要介護認定率，市町村，DID推定量

Ⅰ　は　じ　め　に

　自然災害が人々の健康状態に様々な影響を与
えることはすでに知られており，特にその影響
が高齢者で大きく，疾病の発生や悪化，日常生
活動作の低下をもたらすことが報告されてい
る1）2）。2011年 3 月11日に発生した東日本大震

災（以下，震災）もまた例外ではなく，被災地
における有訴者率の上昇3）や，主観的健康感の
低下4），要介護認定者の増加5）が確認されている。
このような背景のもと本稿では，東日本大震災
が高齢者の健康状態に与えた影響を要介護認定
率の変化に着目して分析する。
　これまでの研究から要介護認定率には地域差
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があることが指摘されており，地域差をもたら
す要因について実証的な分析が行われている。
まず中村6）は，都道府県別の65～74歳の要介護
認定率（2004年12月末現在）を用いて，要介護
認定率に影響を及ぼすと考えられる要因を，相
関係数を求めることで分析した。その結果，医
療介護サービスの供給状況や受療率が高いほど
軽度要介護認定率が高く，病床数を考慮した場
合の受療率が高いほど重度要介護認定率が高く
なることが明らかにされている。次に清水谷・
稲倉7）は，市町村レベルのデータを用いて重回
帰分析を行った結果，財政状況が悪化している
かあるいは高齢化率が高いほど，要介護認定率
が高いことを示している。そして栗盛ら8）は，
都道府県別のデータを用いて因子分析を行った
結果，病院と診療所の病床数が多く病床利用割
合が高いほど，要介護認定率と介護保険料が高
い可能性があることを示している。最後に近藤
ら9）の研究では，所得が高いほど要介護認定率
は低くなることが報告されている。
　本稿では，震災が要介護認定率に与えた影響
を明らかにすることを目的としている。その際，
これまでに要介護認定率に影響すると指摘され
てきた要因を考慮したうえでも震災の影響があ
るのか，また影響があった場合にはどの程度で
あったのかに焦点をあてて定量的に分析した。
要介護認定率の上昇は介護サービスの利用を増
加させ，保険者の介護保険事業計画や介護保険
財政，ひいては介護保険料にも影響を及ぼす。
ここでは分析に市町村単位で集計されたデータ
を用いることで，震災後の被災市町村の介護保
険事業へのインプリケーションを得るものであ
る。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　分析方法
　東日本大震災が要介護認定率に与えた影響を
測定するために，差分の差（Diff erence in Diff e-
rences：DID）推定量10）11）を用いて分析を行う。
DID推定量とは，分析対象を処置群と対照群の
2グループに分け，処置群の処置前後の目的変

数の差と対照群の処置前後の目的変数の差を比
較することによって，処置（イベントや政策）
の効果を検証しようとするものである。ここで
は，震災によるショックを処置と考え，被災地
域を処置群，非被災地域を対照群として，震災
が要介護認定率に与えた影響を分析する。
　推計式は以下のとおり。
　　Yi＝α＋β1Di＋β2Ti＋β3DiTi＋γZi＋εi．⑴
　ここで添え字iは市町村，Yiは要介護認定率，
Diは震災ダミー，Tiは被災地ダミー，DiTiは震
災ダミーと被災地ダミーの交差項，Ziはコント
ロール変数，εiは誤差項を表している。処置
群の処置前後の目的変数の差と対照群の処置前
後の目的変数の差との差（DID推定量）が，震
災ダミーと被災地ダミーの交差項の係数である
β3に表れることになる。ゆえに，震災によっ
て被災地の要介護認定率が上昇しているならば，
β3は正で統計的に有意な値が得られると予想
される。推定方法は最小二乗法で，不均一分散
に対応するためロバストな推定を行った。

（ 2）　データの収集・加工
1)　要介護認定率
　市町村単位で集計された要介護認定率を用い
る。ここで要介護認定率とは，第 1号被保険者
数12）（65歳以上人口）に占める第 1号被保険者
要介護認定者数12）の割合である。また要介護認
定率についてより詳しく分析を行うために，年
齢階級ごとの要介護認定率と要介護度ごとの要
介護認定率を求めた。年齢階級ごとの要介護認
定率は，65～74歳要介護認定率と75歳以上要介
護認定率の 2種類で，それぞれ対応する年齢の
第 1号被保険者数に占める要介護認定者数の割
合である。要介護度ごとの要介護認定率は，軽
度要介護認定率と中度要介護認定率，重度要介
護認定率の 3種類であり，それぞれ第 1号被保
険者数に占める，要支援 1・ 2の割合，要介護
度 1・ 2・ 3の割合，要介護度 4・ 5の割合で
ある。
　要介護認定率の計算に用いる第 1号被保険者
数と要介護認定者数は，東日本大震災前の2009
年度調査データ（2010年 3 月末時点）と東日本
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大震災後の2011年度調査データ（2012年 3 月末
時点）による。なお，ここで2010年度調査デー
タ（2011年 3 月末時点）を用いないのは，集計
時点である2011年 3 月末が震災直後であること
から，データの集計にばらつきがあり比較が困
難だと考えられるためである13）14）。
2)　DID推定量に関する変数

　震災ダミーは2011年に 1，2009年に 0をとる
変数，被災地ダミーは，被災地である場合に 1，
それ以外の場合に 0をとるダミー変数である。
ここで，被災地とは2011年 3 月11日の東日本大
震災により災害救助法（昭和22年法律118号）15）

が適用された自治体であり，それ以外の自治体
を非被災地とする。災害救助法が適用されたの
は，岩手県，宮城県，福島県の全市町村のほか，
4県62市町村で合計190市町村である。被災地
を，津波浸水域よりも対象が広い災害救助法が
適用された自治体とする理由は，第 1に震災に
よる直接的な被災だけではなく間接的な被災に
よる影響を考慮するため，第 2に介護サービス
利用時の自己負担免除などの影響を考慮するた
め，第 3に津波被災地の住民が震災後内陸部に
移動することの影響を考慮するためである。
3)　コントロール変数

　これまでの研究から，要介護認定率に影響を
与えると考えられる要因をコントロール変数と
して用いた。まず，介護施設サービスの供給体
制を表す変数として，65歳以上の人口12）100人
に対する介護老人福祉施設の定員数16）と同じく
介護老人保健施設の定員数16）を用いた。次に，
医療サービスの供給体制を表す変数として，人
口17）100人に対する病院病床数18）と同じく一般
診療所病床数18）を用いた。最後に地域の特性を

考慮するために，高齢化をとらえる変数として，
全人口に占める65歳以上人口の割合（高齢化
率）17），都市化をとらえる変数として可住地面
積19）当たりの人口17）（人口密度），地域の所得水
準をとらえる変数として，納税義務者 1人当た
り課税対象所得20）を用いた。ここでは集計時点
が毎年度末時点であるデータ12）17）19）20）について
は，震災前のデータとして2009年度（2010年 3
月末時点）のデータを，震災後のデータとして
2011年度（2012年 3 月末時点）のデータを用い
ており，集計時点が毎年10月 1 日時点のデー
タ16）18）については，それぞれ2010年（2010年10
月 1 日時点）のデータと2012年（2012年10月 1
日時点）のデータを用いている。これは，震災
後間もない時点での集計を避けることでより安
定したデータを得るためと，介護施設定員数に
関するデータ16）が2011年調査において被災地の
一部で欠損値となっているためである。
　なお，市町村合併により，2009年度と2011年
度の両方のデータを収集できない市町村と広域
連合となっている市町村は分析対象から除外し
た。その結果，有効ケース（市町村数）は最終
的に3,072（1,536サンプル× 2期間）となった。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　記述統計
　表 1には，被災地と非被災地それぞれの震災
前と震災後の要介護認定率の平均値が示されて
いる。まず被災地と非被災地を比べると，重度
要介護認定率を除いては，震災前，震災後とも
に被災地は非被災地よりも要介護認定率が低い
ことがわかる。次に被災地と非被災地それぞれ

について震災前と震災後の要介護
認定率を比較すると，どちらも震
災前よりも震災後の方が高い値を
示していることが読み取れる。こ
れはいずれのグループにおいても
2010年 3 月から2012年 3 月までの
2年間に要介護認定率が上昇して
いることを表している。また震災
前後の要介護認定率の差を計算す

表 1　被災地と非被災地の要介護認定率の比較
被災地 非被災地

震災前 震災後 震災前 震災後

要介護認定率（％） 14.98(1.95) 16.60(2.55) 16.24(2.81) 17.32(3.08)
　65～74歳 3.73(0.75) 3.81(0.84) 3.90(0.91) 3.94(0.99)
　75歳以上 25.01(2.73) 27.16(3.14) 27.92(3.92) 29.03(4.04)
　軽度要介護度 3.13(1.01) 3.56(1.26) 3.96(1.45) 4.22(1.57)
　中度要介護度 5.12(1.01) 5.98(1.15) 5.63(1.29) 6.25(1.28)
　重度要介護度 6.73(1.04) 7.06(1.24) 6.65(1.33) 6.86(1.41)

注　1）　観測数は被災地が171サンプル，非被災地が1,365サンプルである。
　　2）　数値は平均値であり，（　）内は標準偏差を表している。
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ると，被災地では1.62ポイント（16.60％-14.98％）
であるのに対し，非被災地では1.08ポイント
（17.32％-16.24％）となっており，被災地の方
が0.54ポイント高くなっていることがわかる。
　しかし，震災前後の差が非被災地よりも被災
地で大きいのが震災による影響なのか，あるい
は震災以外の要因によるものなのかは，この単
純な比較からはわからない。そこで震災以外の
要因をコントロールした上でも，なお両者に統

計的に有意な差があるのかを明らかにするため，
被説明変数に要介護認定率，説明変数に震災以
外の要介護認定率に影響を与えると考えられる
変数を加えた重回帰分析を行う。表 2には重回
帰分析に用いた変数を分析対象となった3,072
サンプルについて集計した記述統計量が示され
ている。被災地ダミーの平均値から全体の 1割
程度が被災地に分類されていることがわかる。

（ 2）　年齢別の推定
　表 3には，年齢階級別の要介護認定率の推計
結果が示されている。⑴⑵が65歳以上の要介護
認定率，⑶⑷が65～74歳の要介護認定率，⑸⑹
が75歳以上の要介護認定率を被説明変数とした
モデルの推計結果であり，それぞれ奇数列が
ベーシックなモデル，偶数列がコントロール変
数を加えたモデルとなっている。ベーシックな
モデルの係数は，切片が非被災地の震災前の要
介護認定率，震災ダミーの係数が非被災地の要

表 2　記述統計量
平均値 標準偏差 最小値 最大値

要介護認定率（％） 16.67 2.96 8.19 40.18
被災地ダミー 0.11 0.31 0.00 1.00
介護老人福祉施設定員数 2.03 1.79 0.00 21.67
介護老人保健施設定員数 1.20 1.33 0.00 18.03
病院病床数 1.10 1.08 0.00 13.57
一般診療所病床数 0.12 0.16 0.00 2.35
高齢化率（％） 27.68 6.79 11.80 57.32
人口密度 0.14 0.25 0.00 1.92
1 人当たり所得（百万円） 2.84 0.52 1.96 10.66

注　1）　観測数は3,072サンプル（1,536サンプル× 2年間）である。
　　2）　施設定員数は65歳以上人口100人当たり，病床数は人口100人

当たり，人口密度は 1㎢当たりの値である。

表 3　年齢階級別要介護認定率の推定結果
65歳以上 65～74歳 75歳以上

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

震災ダミー 1.083*** 0.888*** 0.043 -0.006 1.113*** 1.111***
(0.113) (0.103) (0.036) (0.036) (0.152) (0.152)

被災地ダミー -1.263*** -0.937*** -0.171*** -0.113* -2.906*** -2.456***
(0.167) (0.148) (0.063) (0.062) (0.234) (0.220)

震災ダミー×被災地ダミー 0.540** 0.605** 0.035 0.047 1.033*** 1.074***
(0.270) (0.238) (0.094) (0.090) (0.352) (0.337)

介護老人福祉施設定員数 0.104*** 0.026* 0.064
(0.032) (0.015) (0.039)

介護老人保健施設定員数 0.098** 0.020 0.074
(0.038) (0.014) (0.054)

病院病床数 0.298*** 0.113*** 0.517***
(0.063) (0.020) (0.086)

一般診療所病床数 3.260*** 0.374 3.861***
(0.684) (0.176) (0.943)

高齢化率 0.150*** -0.003 -0.008
(0.011) (0.004) (0.013)

人口密度 1.225*** 1.122*** 2.793***
(0.276) (0.097) (0.353)

1 人当たり所得 -0.697*** -0.412*** -0.156
(0.235) (0.074) (0.200)

切片 16.240*** 12.891*** 3.901*** 4.751*** 27.917*** 26.874***
(0.076) (0.878) (0.025) (0.283) (0.106) (0.792)

観測数 3 072 3 072 3 072 3 072 3 072 3 072
Ｆ値 71.39*** 83.06*** 4.49*** 21.84*** 102.60*** 54.25***
Ｒ2 0.049 0.259 0.003 0.075 0.061 0.128

注　1）　被説明変数は，⑴⑵が65歳以上，⑶⑷が65～74歳，⑸⑹が75歳以上の要介護認定率である。また，⑴⑶⑸がベーシックなモデル，
⑵⑷⑹がコントロール変数を加えたモデルである。

　　2）　***，**，*は係数がそれぞれ 1％， 5％，10％の水準で統計的に有意なことを示す。
　　3）　（　）内はWhite修正済みの標準誤差である。
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介護認定率の震災前後の差，被災地ダミーの係
数が震災前の被災地と非被災地の要介護認定率
の差，震災ダミーと被災地ダミーの交差項が被
災地の震災前後の要介護認定率の差と非被災地
の震災前後の要介護認定率の差との差を表す
DID推定量である。⑴では，交差項の係数が表
1をもとに計算した値0.54ポイントと一致して
おり，統計的にも 5％水準で有意な値となって
いる。これは，65歳以上の要介護認定率の震災
前後の変化が，非被災地に比べて被災地で平均
0.54ポイント高いことを表している。⑵のコン
トロール変数を加えたモデルの推計結果をみる
と，交差項の係数がベーシックなモデル同様に
5％水準で有意な値となっており，値が0.61ポ
イントとやや大きくなっていることが読み取れ
る。他のモデルについても交差項をみていくと，
65～74歳の要介護認定率を被説明変数とした⑶
と⑷では正の値となっているものの統計的に有
意ではなく，75歳以上の要介護認定率を被説明
変数とした⑸⑹では統計的にも有意な正の値が

得られている。またいずれの推計においても，
ベーシックなモデルに比べコントロール変数を
加えたモデルにおいて交差項の係数が大きな値
となっている。コントロール変数については，
⑵において医療介護サービス供給で正，高齢化
率で正，人口密度で正，所得は負で有意な値が
得られている。

（ 3）　要介護度別の推定
　表 4には，要介護度別の要介護認定率の推計
結果が示されている。⑺⑻が軽度要介護度の要
介護認定率，⑼⑽が中度要介護度の要介護認定
率，⑾⑿が重度要介護度の要介護認定率を被説
明変数としたモデルの推計結果であり，それぞ
れ奇数列がベーシックなモデル，偶数列がコン
トロール変数を加えたモデルとなっている。交
差項の係数をみると，中度要介護度では統計的
に有意な正の値が得られている一方で，軽度要
介護度，重度要介護度では正の値が得られてい
るものの統計的に有意な値ではない。係数の絶

表 4　要介護度別要介護認定率の推定結果
軽度要介護度 中度要介護度 重度要介護度

⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿

震災ダミー 0.254*** 0.235*** 0.613*** 0.575*** 0.216*** 0.078
(0.058) (0.056) (0.049) (0.047) (0.052) (0.048)

被災地ダミー -0.835*** -0.581*** -0.510*** -0.440*** 0.082 0.084
(0.086) (0.084) (0.085) (0.080) (0.087) (0.081)

震災ダミー×被災地ダミー 0.181 0.216 0.241* 0.255** 0.118 0.134
(0.136) (0.132) (0.127) (0.120) (0.135) (0.117)

介護老人福祉施設定員数 -0.018 0.011 0.111***
(0.015) (0.016) (0.019)

介護老人保健施設定員数 -0.025 0.054*** 0.068***
(0.021) (0.018) (0.018)

病院病床数 0.200*** 0.075*** 0.024
(0.034) (0.026) (0.025)

一般診療所病床数 1.865*** 1.294*** 0.101
(0.371) (0.453) (0.165)

高齢化率 0.057*** 0.035*** 0.059***
(0.005) (0.005) (0.006)

人口密度 0.991*** 0.063 0.172
(0.122) (0.147) (0.152)

1 人当たり所得 -0.030 -0.133 -0.534***
(0.070) (0.100) (0.147)

切片 3.961*** 1.937*** 5.632*** 4.719*** 6.647*** 6.235***
(0.039) (0.302) (0.035) (0.327) (0.036) (0.543)

観測数 3 072 3 072 3 072 3 072 3 072 3 072
Ｆ値 56.81*** 43.02*** 86.65*** 53.44*** 9.12*** 70.11***
Ｒ2 0.033 0.150 0.070 0.155 0.008 0.239

注　1）　被説明変数は，⑺⑻が軽度，⑼⑽が中度，⑾⑿が重度の要介護認定率である。また，⑺⑼⑾がベーシックなモデル，⑻⑽⑿がコン
トロール変数を加えたモデルである。

　　2）　***，**，*は係数がそれぞれ 1％， 5％，10％の水準で統計的に有意なことを示す。
　　3）　（　）内はWhite修正済みの標準誤差である。
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対値をみると，年齢階級別の推計結果と同様に
コントロール変数を加えたモデルの方が大きく
なっている。コントロール変数については，介
護老人保健施設定員数が中度要介護度と重度要
介護度において正で有意な値が得られているが，
軽度要介護度では有意でない。病床数は軽度要
介護度と中度要介護度で有意に正だが，重度要
介護度では有意でない。

Ⅳ　考　　　察

　推計の結果は震災によって要介護認定率が上
昇しているという仮説を支持するものであった。
以下にその論拠を述べる。
　まず，65歳以上要介護認定率の震災前後の変
化が非被災地に比べて被災地で大きいことがわ
かった。このことは，震災によって要介護認定
率が上昇している可能性を示唆するものである。
また，震災以外の要因を考慮したモデルにおけ
るDID推定量から，震災によって要介護認定率
が平均0.61ポイント押し上げられたといえる。
　一方，年齢階級別にみると，交差項の係数は
75歳以上要介護認定率でのみ統計的に有意に正
の値となっており，震災が75歳以上要介護認定
率を上昇させたことを示しているが，65～74歳
要介護認定率についてそのような影響があるこ
とは示されなかった。このことは，震災の影響
が身体的および社会経済的に脆弱な層でより大
きいという先行研究の結果と整合的である。
　次に要介護度別の推計結果からは，中度要介
護認定率でのみ震災による認定率の上昇が確認
されたが，軽度要介護認定率および重度要介護
認定率に関してはそのような影響があることは
確認されなかった。これは震災による影響がす
べての要介護認定者で一様ではなく，中度要介
護認定者で大きく表れることを意味している。
ただしこれはこれまでの研究と異なり，自立度
の低い層で影響が大きく自立度が上がるにつれ
影響が小さくなるという関係にはなっていない。
このことは，要介護認定が自立度といった身体
的要因だけではなく，家庭内介護などの社会的
要因によって規定されるためであると考えられ

る。つまり，介護サービスが必要な状態であっ
ても家族などが介護を行う場合には，申請しな
いため認定者が減少するということがありうる。
ゆえにこの結果は，震災によって中度要介護者
の介護サービス利用において家族介護の比率が
低下した可能性を示唆している。
　震災以外の要因をコントロールするために用
いた変数については，これまでの研究と同様に，
医療介護サービス供給が多く，高齢化率，人口
密度が高いほど要介護認定率が高く，所得が高
いほど要介護認定率が低いという結果が得られ
た。
　ただし，本稿には次の 3つの限界がある。第
1に，震災による要介護認定率の上昇が示唆さ
れたが，なぜ上昇したのかその要因については
明らかではないことである。第 2に，データの
制約であるが，要介護者の家庭内介護の状況を
とらえる変数や，居宅介護サービスの供給体制
が分析に含まれていないことである。またこの
こととあわせて，集計データではなくミクロ
データによる分析も検討する必要がある。第 3
に，震災による要介護認定率の上昇が一時的な
ものであるのか，それとも持続的なものである
のか，震災から 1年後のデータを用いた分析だ
けでは明らかにならないことである。これらの
限界を踏まえて，今後はより詳細な分析を行っ
ていきたい。

Ⅴ　結　　　論

　本稿では，東日本大震災が市町村の要介護認
定率に与えた影響を明らかにするため，DID推
定量を用いた分析を行った。分析の結果，震災
以外の地域的な要因をコントロールしてもなお，
震災が要介護認定率を高めていることがわかっ
た。また，年齢階級別にみると，震災によって
75歳以上要介護認定率が平均1.1ポイント高く
なっていた。そして，要介護度別にみると，震
災によって中度要介護認定率が上昇しているこ
とが示された。
　以上の結果から，被災市町村の介護保険事業
へのインプリケーションとして次のことがいえ
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る。要介護認定率の上昇は介護給付費の増大を
もたらすため，今後は震災の影響を考慮したう
えで，特に75歳以上要介護認定者や中度要介護
認定者の増加に配慮した取り組みを行うことが，
介護給付費の効率化につながりうるということ
である。
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